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戦後障害者運動と津久井やまゆり園
――施設と地域の「共生」の諸相
西 角 純 志＊
１．問題の所在
２０１６年７月２６日未明，神奈川県相模原市にある「津久井やまゆり園」で
入所者など４６人が次々に刃物で刺され，入所者１９名死亡，職員を含む２７名
が重軽傷を負うという大変痛ましい事件が起こった。戦後最悪ともいわれ
るこの事件は，今日でも様々な視点から検証や議論がなされている。その
一つに津久井やまゆり園再生基本構想がある。津久井やまゆり園の再生基
本構想として建て替えが決まったのは２０１６年９月下旬であった。９月１２日
に家族会が知事に要望書を提出し，２３日に建て替えが正式に決定した。そ
れ以降，建て替えをめぐっては様々な異論や意見が出ている。そして，年
明けの１月１０日，県は，有識者１３名と２７の障害者団体を招いて公聴会（ヒ
アリング）を開いた。この時，建替えに関しては，反対意見が多数出され
た。公聴会では８０億円をかけて建替えすることをめぐり「同じ場所に再び
大規模な施設を造るのは時代錯誤だ」，「入所者の本人の意向を確認するべ
きだ」といった意見である。
公聴会に出席した障害者団体の代表の一人である鈴木治郎は，後に次の
ように述べている。「最大の疑問は，施設を閉鎖して利用者の地域移行を
進めるといった選択肢がないことである。（中略）今ある施設を壊し，あ
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の場所に，建替えることが本当の解決につながるのだろうか。（中略）も
し私が被害者であの場所で命を落としてたなら，絶対に同じ場所には建て
替えないでほしいと強く願う。『あの場所で生活し，笑い，泣き，楽しみ，
そして何もわからないまま命を奪われたんだ！』と，きっとそう叫ぶだろ
うと。同じ敷地に建て替えることは，あの事件，あの場所で生活していた
障害者をなかったものにしてしまうのではないかと，恐怖を感じる」（１）
県は，当初２０２０年度の建替え完了を目指していたが，公聴会を受け，県
の障害者施策審議会に「津久井やまゆり園再生基本構想に関する専門部会」
（以下，専門部会と略記）を設けて議論することになった。
本稿の目的は，津久井やまゆり園の建替えをめぐる問題を戦後日本の障
害者運動の原点ともいえる府中療育センター闘争との連続と非連続として
捉え返すことで津久井やまゆり園の再生＝再建の端緒を開くことにある。
その際，方法論として E．サイードによって概念化された「移動する理論」
という概念装置を適用する（２）。「移動する理論」とは思想と理論が《人か
ら人へ，ある場所から別の場所へ，ある時代から別の時代へ，ある情況か
ら別の情況へと移動する》という，理論と思想の振舞い方を概念化したも
のである。ある思想家が築き上げた思想や理論が，政治的社会状況のなか
で，新たな時代と場所へ非連続的に移植されるなかで変容を被ることを概
念化したものである。すなわち，今回の建替えをめぐる問題は，戦後の障
害者運動史の延長線上に浮上したものである。
本稿の構成においては，まず，第２節において津久井やまゆり園の沿革
を紹介し，民営化以前と民営化以後の変容を検討する。第３節において，
府中療育センターとゴッフマンの『アサイラム』の類似点を指摘し，セン
ター闘争の中から施設否定論，施設改善論，そして利用者自治会が生まれ
たことを確認する。第４節では，ノーマライゼーションと「施設の社会化」
をテーマにし，家族会の意向を検討する。第５節では，地域住民の意向と
「共生」の理念をテーマにし，地域共生社会の在り方を模索していく。
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２．津久井やまゆり園の沿革
津久井やまゆり園は，県立直営の施設として１９６４年に相模原市（旧・相
模湖町）千木良地区に定員１００名で開設された。１９６８年には入所定員を２００
名に増員，県立施設としては最大規模のものとなった。当時，この場所は，
過疎地域で，そこに県立の精神薄弱者入所更生施設の整備の話が持ち上
がった。当時の町長が，地域活性化と住民の雇用確保の場として積極的に
陳情した経緯があった（３）。
１９９２年に「第二やまゆり計画」がスタートし，再整備では個室と２人部
屋からなる定員１６０名の新しい津久井やまゆり園になった。１９９４年には二
期に分けて施設の建替え再整備工事を実施，他の県立施設へ入所者の移転
を行うなどして，新たな定員を１６０名に縮小したのだ。２０００年に始まった
社会福祉基礎構造改革によって，「措置制度」から「契約制度」へと大転
換を遂げた。これを受けて２０００年１０月には，利用者主体の運営を進めるた
めに「津久井やまゆり園利用者自治会」（通称：ピザの会）が発足した（４）。
実施要項には「自治会は，園運営を担う会議の一つとして位置付けられ，
園はこれを支援するために適切な情報開示を行い，自己決定を尊重する」
とある。活動内容は，「園の生活・行事などについての意見交換・企画立
案，問題解決へ向けての話し合い，園への要望の集約などを行う。自治会
の運営に関しては基本的には利用者の主体性に委ねるが，必要に応じて利
用者自治会支援調整会議のメンバー（ピザの支援員）が補佐にあたる」と
記されている。具体的には，旅行や，コンサートの企画や開催などである。
２００５年から指定管理者制度の導入に伴い，社会福祉法人かながわ共同会
が指定管理者として運営を引き継いだ。２００９年からは施設入所の定員を１５０
名，短期入所１０名とした。また同年及び２０１２年に各２カ所，計４カ所のグ
ループホームを開設。２５名の入所者が地域生活に移行した（５）。民営化以
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前は，地元職員の雇用や地元商店・業者を利用することがあったが，民営
化以降，職員は入れ替わり，パートなど一部の職員の給与は最低賃金にま
で下がった。食事の調達は外部に委託されて食材などを地元から調達する
約束が反故にされた。園と地域の関係が希薄になっていったという証言も
ある（６）。２００７年５月，津久井やまゆり園で，入所者の一人の男性（５９）が，
介助職員が目を離した隙に鶏肉を喉に詰まらせ窒息死するという事件がお
こった。この事件は，今回の津久井やまゆり園事件以前であり，直接的に
は関係があるものではない。しかし，民営化の負の側面を窺い知ることが
できる。報道によれば，「県営時代と比べ運営費が削減され，食事の質や
食堂の環境に響いたのではないか」「職員の待遇が悪化したことにより，
人手不足で，介護の質が落ちてしまったのかもしれない」との見解があ
る（７）。
『１０周年記念誌』によれば，最初期は，知的障害者の受け入れにあたり
地域社会において戸惑いがあったとある。だが，地域住民が職員として雇
用されたり，あるいは地域住民が園の行事などに参加するようになり少し
ずつではあるが施設と地域とは良好な関係になった。無断外出などをする
利用者を地域住民が園に連絡したりと地域ぐるみで園を支えていったのだ。
だが，この流れは民営化以降は変わった。障害者団体が小規模施設にこだ
わるのは，近年の障害者福祉の動向のみならず，戦後日本の障害者運動が
あったことを忘れてはいけない。これを象徴する出来事が府中療育センタ
ー闘争である。
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【表１－１】
障害支援区分別
障害支援区分 H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８
６ ７７（５５．０％） ９６（６７．１％）１０２（６８．９％）１１６（７９．５％）１１３（７５．３％）１１４（７７．０％）
５ ５１（３６．４％） ３７（２５．９％） ３３（２２．３％） ２５（１７．１％） ３２（２１．３％） ３１（２０．９％）
４ １１（７．９％） １０（７．０％） １３（８．８％） ５（３．４％） ５（３．３％） ３（２．０％）
３ １（０．７％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％）
２ ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％）
１ ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％） ０（０．０％）
合計 １４０（１００％） １４３（１００％） １４８（１００％） １４６（１００％） １５０（１００％） １４８（１００％）
【表１－２】
年代別
年代 H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８
２９歳以下 １０（７．１％） ８（５．６％） １０（６．８％） １０（６．８％） １２（８．０％） １４（９．５％）
３０歳代 ４１（２９．３％） ４０（２８．０％） ３５（２３．６％） ２９（１９．９％） ２５（１６．７％） １８（１２．２％）
４０歳代 ３０（２１．４％） ３４（２３．８％） ３４（２３．０％） ４０（２７．４％） ４４（２９．３％） ４７（３１．８％）
５０歳代 ２５（１７．９％） ２５（１７．５％） ３１（２０．９％） ３０（２０．５％） ２９（１９．３％） ２８（１８．９％）
６０歳以上 ３４（２４．３％） ３６（２５．２％） ３８（２５．７％） ３７（２５．３％） ４０（２６．７％） ４１（２７．７％）
合計 １４０（１００％） １４３（１００％） １４８（１００％） １４６（１００％） １５０（１００％） １４８（１００％）
平均 ４７．９歳 ４８．４歳 ４８．７歳 ４９．１１歳 ４９．１歳 ４９．５歳
【表１－３】
ボランティア受入実績 （単位：人）
園内行事 外出付添 日中活動 余暇活動 衣類補修 その他 合計
人数 １８６ ０ １３２ ９７ ４０ ３２ ４８７
例）・陶芸（本焼きまで） ９回開催 講師：ボランティア，１０回開催
・音楽レクリエーション ２０回開催 講師：ボランティア，２１回開催
・踊り〈フラダンス） １２回開催 講師：ボランティア，１３回開催
・茶華道レクリエーション 不定期開催 講師：津久井高校茶華道部
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【表１－４】
地域生活移行者の推移 （単位：人）
区分 H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ 計
年度当初入所者数 １４４ １４８ １４７ １４５ １４５ １４６ １３９ １４０ １４３ １４８ １４６ １５０
移行者数 ０ ０ ０ ０ ０ １１ ０ ２ ５ ０ ０ １ １９
グループホーム ０ ０ ０ ０ ０ １０ ０ ０ ５ ０ ０ １ １６
アパート等 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
家庭 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ３
他施設 ０ １ ２ ３ ２ １ ６ １ ０ １ ０ ０ １７
再入所者数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
新規入所者数 ８ １ １ ５ ７ １０ １１ ６ １２ ５ ６ ４ ７６
年度末入所者数 １４８ １４７ １４５ １４５ １４６ １３９ １４０ １４３ １４８ １４６ １５０ １４７
【出典】表１－４は津久井やまゆり園再生基本構想策定に関する部会（第１回）配布資料
３．府中療育センター闘争――施設否定論と施設改善論
府中療育センターは，１９６８年４月に設置され，６月に開所した。美濃部
都政の看板でもあった。日本ではじめての重度の障害児・者を収容する大
規模施設として世間で注目を浴びた。だが，１９７０年を前後してセンターの
非人間的な管理体制に対する異議申し立てが入所者から起こる。特に１９７１
年に在所生を障害の種別によって分類し，山間部の新施設（多摩更生園⇒
現：多摩療護園）に移転させる計画が明らかになってからは，入所者の意
思を無視し，強制隔離を進める行政・施設に対する抗議行動が激しさを増
した。入所者の有志グループが移転の撤回を求めて東京都庁前にテントを
張って座り込み，１年９カ月におよぶ直接行動を展開した。入所者たちは，
処遇改善に向けたセンター長との交渉や，職員の院内配置転換に反対する
ハンガー・ストライキや，都庁前にテントを張り座り込みをした。府中療
育センター闘争とは，障害者の立場から見た施設の実態を暴露・糾弾した
日本の障害者運動史上最初の闘争である。初代白木博次センター所長は，
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「脳研究所」を作ることを就任条件とされており，総予算２３億円のうち，
１億円が脳手術場にあてられることが明らかにされていた。メンバーには，
多動性の「精薄児」の研究者である樽林博太郎（順天堂医大）らがいる。
センターは，日本の脳研究の権威者を集めた施設でもあった。入所者は，
外出や，外部との通信が制限されたほか，私物持込の制限，監視カメラの
設置，異性による入浴介助，「解剖承諾書」への署名や，入所前の「全裸
写真撮影」などが強要されたという。面会室前には「センターが出すもの
以外，一切食物を与えないで下さい」と貼紙があった。府中療育センター
は，まさにアウシュヴィッツさながらの「人体実験場」であったのである（９）。
府中療育センターは，アメリカの社会学者アーヴィング・ゴッフマンが
『アサイラム』で描いた精神病棟の光景と酷似しているという指摘があ
る（１０）。ゴッフマンの『アサイラム』は，１９５５年から１９５６年にかけて実施
された収容者７０００人という大規模な精神病院での参与観察であり，４つの
論文から構成されている。施設批判の文献のなかでは代表的なものとして
知られている。研究対象が，精神病院であり，精神病院に収容された入所
者や職員である。『アサイラム』は，「施設否定論」でも「施設改善論」で
もない。ましてや「脱施設化論」でもない。ある人間が，このような環境
に置かれた時，いかにして自己を確立するか，維持し，表出していくのか，
その過程を描いた作品である。ゴッフマンは，病院や監獄などの大量の人
間を一度に収容する営造物を「全制的施設」（total institution）と呼んで
いる。「全制的施設」とは，「多数の類似の境遇にある個々人が，一緒に，
相当期間にわたって包括的社会から遮断されて，閉鎖的で形式的に管理さ
れた日常生活を送る居住と仕事の場所」である（１１）。「全制的施設」は，市
街地から離れた山間地に建設され，周囲は外壁で覆われている。外部との
接触を断ち，施設内で完結する世界をつくることで，被収容者の管理を容
易にする。施設とは「隔離」と「管理」によって人間を統括する機構であ
る。ゴッフマンは，施設に収容されるという経験を，個人の市民的自己が
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汚されていく過程として捉えている。被収容者はこれまで自らの家郷世界
において固有の生活様式や慣習を身体化し，また，市民社会では他者との
あいだに適切な距離を保ち「自己の領域」を確保していた。被収容者はこ
うした自己像を携えて施設に入る。だが，施設は彼がつくりあげた自己の
領域を浸食していく。被収容者が親しんできた家郷世界からは断絶され，
市民社会で備えた態度は剥奪されてしまう。ゴッフマンは，こうした事態
を「無力化の過程」と呼ぶ（１２）。
府中療育センター闘争は，センター内部の実態告発ばかりではなく，セ
ンターを「医療の場」から「生活の場」へという要求の場でもあった。そ
れはまた，障害者と健常者の直接の出会いのなかから生まれる共生社会の
在り方を模索する闘いであった。府中療育センター闘争に端を発するこの
動きは全国各地へ波及し，「青い芝の会」や「障害者」解放委員会といっ
た組織的運動へと発展していった。
闘争は，その後，運動方針をめぐる対立を生み出しながら地域のなかに
生活の場を求めていくグループと施設内の処遇改善を要求するグループの
二つのグループに分岐していった。前者は，「施設否定論」であり，後者
は「施設改善論」である。「施設否定論」は，施設から地域へ生活の場を
転換していく志向である。この志向は，施設の閉鎖を求めると同時に，障
害者の地域における自立生活の実現を求める運動へ発展し，１９８０年代以降
の CIL（自立生活センター）の運動へ継承されていく。そしてこの流れか
ら公的介助要求運動へと繋がっていく。すなわち，府中療育センター闘争
から公的介護要求運動，障害者の介護保障・所得保障が生まれたのだ（１３）。
他方で「施設改善論」のグループは，施設内の処遇を要求するものであ
る。後に，彼らは，多摩更生園（現，多摩療護園），日野療護園，八王子
福祉園，東村山福祉園に移転入所している。彼らは，自分たちの意志で利
用者自治会を立ち上げた（１４）。
利用者自治会は，管理者や職員組合とせめぎ合っており，行政と交渉す
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ることもあった。利用者自治会は東京都に対する職員人員増配置の要望，
利用者定員を半数までとする要望や，施設進入路の舗装化の要望，選挙管
理員会に対する一般投票所での選挙権行使の要請など，外部に働きかける
活動を自らの課題として行った。施設内では，同性介助，飲酒・喫煙の解
禁などを利用者自身の提案によって実現した。電動車椅子での単独外出自
由も可能にした。自らの自由意思で生活する基盤をつくりあげたのである。
４．ノーマライゼーションの理念と施設の社会化
――家族会の意向
入所施設か，地域生活移行かについては，現在でも様々に議論が行われ
ている。それに先駆けて日本では，「施設解体論」が社会的に注目された
ことがあった。２００２年１１月２３～２４日にかけて開催された「第２回福祉セミ
ナー in みやぎ」において大規模施設船形コロニーの運営を受託している
宮城県福祉事業団の理事長・田島良昭が「みやぎ施設解体宣言」を出し，
２００４年２月２１日，かつて宮城県知事であった浅野史郎が「みやぎ知的障害
者施設解体」宣言を出したのだ。しかしながら２年後には当時の宮城県知
事より解体宣言は撤回された。その後も地域移行は，進めているが，２０１６
年６月には重度化・高齢化した障害者のセイフティネットとしての入所施
設として，老朽化した施設を大規模改修し，３００室の個室を整備する等が
まとめられた整備基本構想が発表されたという経緯がある（１５）。入所施設
解体決定に大きな影響を与えた考え方が「ノーマライゼーションの原理」
である。１９６９年にノーマライゼーションを定式化したベンクト・ニイリエ
は，「知的障害やその他の障害をもつ全ての人が，彼らがいる地域社会や
文化の中でごく普通の生活環境や生活方法にできるだけ近い，もしくは全
く同じ生活形態や毎日の生活状況を得られるように，権利を行使うること
を意味する」と主張する（１６）。誰もが障害の有無にかかわらず，自分の住
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居を持ち，労働（または，日中活動）の場を確保し，余暇活動を楽しむな
ど他の人々と同様の生活条件を得る権利をもっているというのだ。
戦後の障害者運動を受けた１９７０年代以降，「施設の社会化」の議論もま
た行われてきた。「施設の社会化」は，社会福祉施設の閉鎖的な運営に対
する問いかけがきっかけとなり提起された問題である。通常「施設の社会
化」には「施設の社会化」と「地域の社会化」の二つの議論がある。「施
設の社会化」とは，主に国や行政が取り組むものであり，「施設の地域化」
とは社会福祉施設が取り組むものである（１７）。
「施設の社会化」とは，処遇の社会化，運営の社会化，問題の社会化の
３つの社会化を意味する。処遇の社会化とは，施設に入所している人の
生活の豊かさのことであり，運営の社会化とは，閉鎖的になりがちな施
設運営をオープンにし，地域住民に開かれたものにすることであり，問
題の社会化とは，施設入所者が抱える問題を個人の問題としてではなく，
地域社会の問題として捉え，地域で解決していく取り組みのことを意味す
る。３つの社会化の中でも最も重要なのが問題の社会化である。２０００年の
社会福祉基礎構造改革により，地域福祉を中心として施策が打ち出される
ことになった。これは，人の生活基盤は地域社会にあることを前提とした
福祉サービスの構築が求められていることを示している。「施設の社会化」
は既存の福祉施設を存続させながら，その機能と姿を変革していく立場で
ある。脱施設化運動の下では社会福祉施設の問題点を対応策として大規模
施設の廃止という指向を中心に進められてきた。社会福祉実践が地域社会
に基づいて行われてきているものの，日本では社会福祉施設の全てを廃止
するよりも，福祉施設の閉鎖性からくる処遇問題や管理運営の問題などの
弊害性を改革すると同時に，社会福祉施設が備えている機能を地域社会へ
開放し提供していくという「施設の社会化」の指向をとってきたのだ。津
久井やまゆり園の場合，「施設の地域化」は，発足時の「避けていた地域」
から「通報の地域」そして，一旦，緩急であれば，「自発的に協力してく
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れる地域」，その後は「お茶飲みに誘ってくれる地域」へと地域が変遷し
ていったのだ。しかし，事件以降状況は一転した。
津久井やまゆり園事件以降，施設の建替えをめぐり神奈川県は，２０１７年
２月に神奈川県障害者施策審議会に，津久井やまゆり園再生基本構想策定
に関する専門部会を設置した。専門部会においては，津久井やまゆり園の
再生について１２回にわたる精力的な審議が行われ，「意思決定支援」，「安
心して安全に生活できる場の確保」，「地域生活移行の推進」を柱とする部
会検討結果報告書が取りまとめられた（１８）。しかしながら第７回の専門部
会においては突如として家族会からの異論，反論がなされた（１９）。以下の
引用は，その際専門部会で出された意見である。
「園の再生ということと地域移行というものを２つだけ見ますと，おか
しいですよね。なぜ，園の再生に地域移行が出てくるのかおかしい，誰も
理解できません。しかしここに利用者の声を聴けというものを入れますと，
本人の意思確認，地域生活移行，園の再生とつながっていくのです。私た
ちが，なぜ地域移行は関係ないと言っているかといいますと，私たちは正
規の仕組みで支援計画に基づいて入所しています。他人から何だかんだと
言われる筋合いはありません。住めなくなった，暮らせなくなった園を建
て替えてくださいといっているだけです。でも，そこに利用者の声を聴け
という考え方を入れますと，園の再生と地域移行が正しいように映ります。
私は，これは一種のレトリック（弁論術）だと思います。この不幸な事件
を利用しようと考えた人がいたとしか私には思えません」。
「家族が思う再生のコンセプトですが，この子たちに良い未来を作りた
い，この思いの一つです。利用者の人権が守られ，安心安全で快適な暮ら
しの場，これを是非作りたい，そして，支援の質も向上していただきたい。
これはやはり，今，利用者の意思を尊重した支援というのがありますので，
今も十分やられていますが，さらにその上を行く支援を推進してほしいと
いう思いからです。地域といかに共生をしていくか，これを重要なテーマ
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であると承知しております」。
「園の再生の基本理念，これは私どもより，もっと非常に強い意味合い
をもっています。事件に屈しないという提言です。現在の地で全面的な建
替えによって事件を風化させることなく，事件の凄惨なイメージを払拭し，
再生のシンボルとして，利用者の人権に配慮しながら，安全安心で暮らし
やすい新しい園を作ります，このようにきっぱりと言っています。大変す
ばらしい内容だと私は思います。そして，今，私たちは芹が谷園舎を借り
ています」。
「今芹が谷にいて，おそらく４年くらいいると思いますが，４年間もい
たらおそらくほとんどの利用者は津久井に戻りたくないというのではない
でしょうか。職員の方も津久井はもう嫌だと言うかもしれません。津久井
は山の中でどこに出掛けるにも大変で，通勤も大変です。（中略）そこを
考えれば，地域移行をして，社会に出やすい環境にすべきであり，建替え
に何十億というお金をかけるのであれば，地域移行に使った方が有効であ
ると思います。また，先程待っているという話がありましたが，私の妻も
ガイドヘルパーをやっていて，在宅の方と接触がありますが，できれば施
設に入りたくないという方が多いです。私の感覚では，待っている方は仕
方なく待っているだけであって，グループホームなどを地域につくってい
けば，おそらく施設に行きたいという方は減っていくと思います。そう考
えても，重度の方がいるので，施設を全く無くすとまで言いませんが，施
設はなるべく縮小していくべきであると考えます。地域移行の良い点を皆
様に知らせていくべきであると考えます」。
「前回の部会では，大規模施設はいらない，地域移行を進めるなどの話
があったと聞いていますが，このことについて家族として意見を言わせて
いただきます。津久井やまゆり園は，定員が１５０名で確かに大規模施設で
すが，それは地域移行という考え方の中において，施設が地域に開かれて
いれば『地域』なのではないでしょうか。グループホームでなければ地域
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とは言わないのでしょうか。大規模施設である津久井やまゆり園も，立派
な地域です。津久井やまゆり園は，先ほど会長が申したとおり，１つの家
です。正直，今部会が行っている審議は１つの家，家族をバラバラにしよ
うとしているとしか思えませんし，納得がいきません。余計なことを考え
る必要はありません。あの地に，最低でも事件前の施設をつくってくださ
い」。「地域移行とは何でしょうか。それから意思確認とは何でしょうか。
委員の皆さんは利用者に会ったことはありますか。本当に意思が確認でき
ると思いますか。すぐに意思が確認できる子はいません。意思を確認する
には，５年も１０年もかかります。私の息子だって言葉は言えますが，意思
を確認することは難しいです。（中略）事件が起きて建替えの方針が示さ
れて，６０億から８０億がかかることが発表されたことに対して，そんなお金
があるならグループホームをつくればいいという建替えに反対する人がた
くさん出てきました。その反対している人たちは，知的障害とは関係のな
い人たちです。全国からから集まってきた，津久井のことを知らない，神
奈川県の福祉のことを知らない，津久井やまゆり園の利用者のことも知ら
ない，かながわ共同会やその職員のことも知らない人たちが騒いだ結果，
このような審議がされているのです」。
家族会の意見を要約すると次の８つにまとめることができる。
 施設でも，地域に開かれていれば「地域」であり，津久井やまゆり園
も立派な「地域」である。津久井やまゆり園は１つの家である。
 施設は決して悪いものではない。事件により使えなくなった施設を一
刻も早く取り戻し，元のような形にしていただくことが，家族会とし
ての願いである。
 津久井やまゆり園の再生と，地域生活移行は関係ない。自分たちは，
正規の仕組みとしての支援計画に基づいて入所している。
 集団の持つ教育力は必要であり，大規模施設で社会性を身に付けるこ
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とで，グループホームに行ける。
 施設は少なくしていくべきである。施設は自由度が低い。施設以外の
暮らしの良い点を家族に周知していけば，意識が変わっていくのでは
ないか。津久井は出かけるにも，通勤も大変である。建替えに何十億
というお金をかけるのであれば，地域生活移行に使った方が有益であ
る。
 在宅の方は，できれば施設に入りたくないという方が多い。待ってい
る方は仕方なく待っているだけであって，グループホームなどを地域
に作っていけば，施設に行きたいという方は減っていく。
 地域といかに共生していくかも重要なテーマである。
 津久井やまゆり園の敷地以外に現実的な建替え地はないと実感してい
る。津久井だからこそ，事件に屈しないとの強いメッセージが発信で
きる。そこでまた，かながわ共同会の支援を受けたい。
第７回の専門部会で出された意見は，家族会の総意というべきものであ
ろう。地域移行を進めるよりはむしろ，現在，芹が谷などで生活している
利用者の生活や暮らしを守ることが先決であり，地域移行は，逆に津久井
やまゆり園の家族を解体に導くというのだ。ここに被害者家族にしかわか
らない苦悩や痛ましい現実を伺い知ることができる。それは，障害者団体
との認識の差異である。被害者家族からすれば，今は家族が連帯して事件
を乗り越えるべきであり，津久井やまゆり園のことを知らない人たちから
とやかく言われる筋合いのないことなのである。父兄の高齢化や長期入院
など様々な理由から在宅でみることでできず，やむを得ず施設に預けてい
る現状がある。地元の市町村ではグループホームなどの空状況も厳しく，
入所待ちになる場合もある。何年も待機し，ようやく辿りついた安住の場
所なのである。成人した重度の強度行動障害者の場合は，家族は手に負え
ず，大声や奇声，あるいは破壊などの暴力行為など近隣住民に迷惑をかけ
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ることを懸念している。毎月１回の家族会（家族の集い）では，他の家族
同士のつながりもあり，苦悩を共有し，家族同士が共に支え合っている。
家族にとって施設とは地域に開かれたコミュニティである。この観点から
すれば，大規模なものであろうと，小規模であろうと大差はない。隔離さ
れた収容場所ではないのだ。
５．地域住民の意向と「共生」の理念
津久井やまゆり園事件以降，「共生」ということがしばしば見受けられ
るようになった。その多くが，障害者と健常者が「共に生きる」という文
脈で語られてきたが，「共生」という概念自体は，元々は生物学で使用さ
れてきたものである。生物学では，「共生（symbiosis）」とは「異なる種
の生物が生活を共有すること」を意味する（２０）。そして，それはさらに，
お互いが利益を得る「相利共生（mutualism）」と，一方は利益を得るが
他方は利益も害も受けない「片利共生（commensaliam）」の２つに区別さ
れ，それらは「寄生（parasitism）」と対比される。生物学的な「共生」概
念が，直接に人間社会に適用される場合，社会的ダーウィニズムに似た危
惧が懸念されるが，人間社会における「共生」は，互いの文化や生活様式
や由来などの違いを理解し，相手を排除したり，一方的に同質化すること
なく，積極的な互いの接触を通じて共によりよく生きていこうとする志向
をもつことである。共生社会論の草分け的な研究者である井上達夫は，次
のように述べている。
「我々のいう〈共生〉とは，異質なものに開かれた社会的結合様式であ
る。それは，内輪で仲良く共存共栄することではなく，生の形式を異にす
る人々が，自由な活動と参加の機会を相互に承認し，相互の関係を積極的
に築き上げてゆけるような社会的結合である」（２１）。ここでは，ある者が存
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在することと他の者が存在うることが互いに支え合ってること，それを「共
生」と定義しておくことにしたい。
津久井やまゆり園事件は，障害者団体や家族会のみならず，地域社会に
おいても傷跡を残している。地域住民は，津久井やまゆり園をどう見てい
たのだろうか。第８回の専門部会では，地域住民から次のような意見が出
された（２２）。
「地域とのつながりは，いろんなところでいっぱいありました。例えば，
小学校の運動会です。種目もちゃんと用意してあります。地区の運動会も
そうです。町民運動会という形で地区をあげてやります。そこでもやまゆ
り園の種目があって，やまゆり園の園生が来て参加しますが，一緒に走る
職員が足りないと地区の人がパッと出てくるのです。それで一緒に走る，
そういうことが自然とできていました。それには時間がかかります。障害
者に対する地域の見方というものができていますが，一朝一夕にできたわ
けではありません。
以前の建物の時ですが，園内を子ども神輿が練り歩いていて，園生が拍
手してくれることもありました。小学校での合唱コンクールとやまゆり園
のイベントを一緒にして，プロの歌手が来たときに，子どもたちは自分た
ちの歌を聴いてもらって指導をしてもらうなど，そういう交流が毎年普通
に行われていました。その辺りのベース（基礎）が，できるだけ早く建替
えてほしいとの意見につながっていると思います」。
「次に地域からの要望についてですが，できた当初は，ほとんどの職員
が地域の人でした。園生を見ている人が地域の人であり，子どもたちにとっ
ては，おじさんや，おばさんなので，自然と地域の人や子どもたちとやま
ゆり園とのつながりができていました。ここが指定管理方式になって，す
ごく変わったとことだと思います。学校の中も変わりました。補助員につ
いても，多く配置できるようになりました。良い面もありますが問題点も
あります。指定管理方式になって，地元の職員が少なくなるのは，ある面
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では仕方ないですが，管理職みたいに，どうしてもここには配置しなけれ
ばならないという者を除いて，地域とのふれあいということを考えてみれ
ば，人事面も考え方も多少は今と違う，昔みたいな形が考えられるのでは
ないかという意見ですが，地域にはあります」。
「千木良地区も高齢化が進んでおり，やまゆり園があることで地域が潤
うということも大きなことです。調理員やパート等の職員も多く働いてい
ました。１６０名生活していましたし，グループホームもあるわけですから。
ただ人事面を回していくだけではなく，地域とのふれあいを考えながら，
地域の人の雇用について考慮していくことも大事です。同じようなことで
すが，学校の給食がセンター方式になり，仕入れも実際に使う店も固定さ
れてきますが，そうなると地域としては，あまりメリットはありません。
微妙な問題ではあると思いますが，できるだけ地域のお店を利用するなど
して，千木良地区もお店はいくつか無くなってしまった状態ですから，地
域にも潤いがあるような経営の仕方を考慮してほしいです。それが園生と
地域の結びつきにもつながってくると考えてほしいです。それから，今も
そうですが，赤馬地区は，土砂災害の避難困難地域というのを抱えていま
す。やまゆり園みたいに，あれだけしっかりした建物があるということは，
一時避難所としては力強い，心強いわけです。今も協力しますということ
は，やまゆり園から聞いています。千木良小学校の体育館は危険地域に入っ
ていますので，土砂災害の場合には使えません。やまゆり園との連携が，
自治会としては非常に大事です。１月に出された県のプランですが，後ろ
に青写真が出ており，私も読ませてもらいました。県の説明の中でも，サ
ロン的なものとかギャラリーみたいなものとか，地域の方がふれあえる場
所をつくったらどうかという考えがありましたが，地域としては非常に良
いことだと思います。再整備後は建物の中に入りにくくなったので，そう
いうものを意図的につくり，地域との窓口をつくっていくことを是非お願
いします」。
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地域住民の意見を要約すると概ね次の４つに分けることができる。
 やまゆり園の行事には地域の人が参加しており，地域の行事にも，や
まゆり園の方が参加している。地域とのつながりは一朝一夕にできた
わけではない。
 指定管理方式になって，地元の職員が少なくなることは仕方ないが，
千木良地区も高齢化が進んでおり，やまゆり園があることで地域が潤
うということも大きい。地域とのふれあいを考えながら，地域の人の
雇用について考慮していくことも大事である。できるだけ地域のお店
を利用するなどして，地域にも潤いがあるような経営の仕方を考慮し
てほしい。それが，園と地域の結びつきにもつながってくる。
 やまゆり園は，災害時の一時避難所として心強い。
 サロンやギャラリーのように，地域の方がふれあえる場所をつくると
いう考えは，地域としては非常に良い。そういうものを意図的につく
り，地域との窓口をつくってほしい。
第８回の専門部会のから出た意見から地域住民は，地元での一刻も早い
再建を望んでいることがわかる。地域住民にとって施設とは，学校，公民
館などと同様に地域交流の場であり，地元住民のコミュニティなのだ。地
域住民においても，津久井やまゆり園を家族会と同様に隔離・閉鎖された
コロニーといった認識はない。津久井やまゆり園では盆踊りなどの地域行
事も年に数回あり，地域住民のなかにはボランティア経験者もいる。地域
住民にとって津久井やまゆり園と地域とは，共に支え合える関係なのだ。
すなわち，ある者が存在することと他のものが存在することで互いに支え
合っているのである。それは，「共生」の理念である。民営化以降，園と
の関係性が希薄化したが，地域住民は，再び千木良の地域における再生・
共生を望んでいる。地域住民は，地元の住民の雇用や商店の利用によって
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地域が活性化できるとも考えている。すなわち，経済的関係性が地元住民
にとって生活を支えるというのだ。地震や火災があった時，一時避難所と
して運動場，体育館など広い敷地を利用することができ，利便性が高いと
いう意見もある。
今回の津久井やまゆり園の再生＝再建をめぐる議論で，障害者団体と家
族会という対立図式・認識の差異が浮き彫りになったが，地域社会におい
て，障害をもった当事者が如何にして地域住民と共生していくかが焦点と
なるのである。それは，障害者団体や，家族会とは異なった地域社会にお
ける共生の理念である。
６．まとめに代えて
以上見てきたように，津久井やまゆり園の再建＝再生をめぐる問題は，
戦後日本の障害者運動との連続性，すなわち，施設否定論と施設改善論の
延長に浮上したものである。小規模施設や地域移行を最優先する障害者団
体，そして地元千木良の地での同様の施設の再建を望む家族会という構図
である。しかしながら障害者団体とは異なり地域住民も家族会も施設を隔
離された場所とはみていない。施設と地域とは共に支え合える関係であり，
地域共生の空間なのである。ここに戦後の障害者運動とは異なる非連続性
があるとみてよいであろう。すなわち，事件そのものと地域移行は分けて
考えなければならない。
障害者団体や家族会が，施設は是か非か，施設を前提とした地域との共
生はありうるのかといった規範的論争を繰り広げている中で，地域住民は，
そうした地域共生論も一定程度受容しつつ，かなりドライに施設を見てい
るのである。地域住民のこうした考え方も「共生」の在り方を示している。
障害者団体が求める地域における「共生」とは，コミュニティの完全な成
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員として受け入れられ，理解され，全人格が受容されるといったイメージ
がある。地域住民においても行事を通じた関係性に関する発言がこれに近
い。地域住民からは，職員としての雇用や店の利用を通じて，地元の経済
が潤うという発言があるが，こうした考え方は，施設との経済的関係性が
地元住民の生活を支えるという意味で「共生」ともいえる。災害時の避難
場所として安心という発言もまた，地域共生論の在り方を示している。障
害者団体からすれば，津久井やまゆり園は，障害者を集めた結果，大量殺
傷を可能にした，いわば「死なせる場所」であった。しかし地域住民にとっ
ては，施設というハコモノは地元の一般の住居に比べて，地震や火災があっ
た時に自分の家にとどまるよりは安全な場所であり，言ってみれば「生き
させる場所」として存在する。そういう観点からは，地元住民，そして入
所者に災害からの一定の安全を確保する「共生」の場であったかもしれな
い。サロンやギャラリーは，いわば，ハコモノの転用により，入所者以外
の地元住民同士のコミュニティ形成にも役立つという意味で，障害者団体
が称揚する地域との「共生」とは意味合いが異なる。しかし，地元住民の
地域生活に役立つという意味では，「共生」と言えるかもしれない。施設
に対して，「地域に開かれた施設」などという形で過剰なまでに意味づけ
をする家族会と，ドライな「共生」の形を示している地域住民を比較する
ことによって，「共生」の諸相が見えてくるのではなかろうか。
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